
項番 契約日 件名 契約の相手方 契約金額（円） 指定理由 根拠法令 担当課

1 8月2日
スカイツリーカメラ更新に伴う回線
設備の改修委託

株式会社日立国際電気 5,445,000

　指定事業者は、本件の改修対象である当該システ
ムの開発元であり、著作権上の理由から、本業務を
履行することができるのは、指定事業者のみであ
る。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

防災課

2 8月2日
証明書発行用多機能端末機運用保守
委託（すみだ保健子ども総合セン
ター設置分）（単価契約）

シャープマーケティン
グジャパン株式会社
ビジネスソリューショ
ン担当

単価契約

　本業務は、地方公共団体情報システム機構と証明
書発行端末とのデータ連携が必要であるため、当該
端末機の製造及びデータの管理・運用を行う指定事
業者以外に履行することができない。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

窓口課

3 8月6日
受水槽等の清掃及び廃棄物収集運搬
委託

株式会社ヒット 671,000

　清掃事務所では、施設の構造上、汚水等を地下に
ある汚水槽・雑排水槽に溜めてから下水管へ送って
いるが、水槽の底の部分に溜まった汚泥は送水しき
れないため、排出処理をする必要がある。この排出
処理については、汚泥は産業廃棄物、し尿を含む汚
泥は一般廃棄物の各廃棄物処理・運搬業の許可を受
けた業者でなければならないが、作業動線や機材の
用意などの点で、それぞれの許可業者に分けて行う
と、著しく非効率的であることから、一体的に行う
必要がある。
　このことから、区内業者の中では、産業廃棄物処
理・運搬業の汚泥処理と一般廃棄物処理・運搬業の
汚泥処理の両方の許可を持っている業者は、指定業
者のみとなる。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

すみだ清掃
事務所

4 8月6日
不動産鑑定評価業務委託（両国子育
てひろば／継続賃料）

株式会社ファースト不
動産鑑定

594,000

　本業務は、令和元年度に新規賃料を求めた不動産
について、令和6年度を価格時点とした継続賃料を
求めるものである。指定事業者は、令和元年度に実
施した当該不動産に係る新規賃料を求めるための不
動産鑑定評価業務の受託者であり、これらの不動産
鑑定評価の中で整合性を取る必要があるため、指定
事業者でなければ履行することができない。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

財産管理課

5 8月8日
区内循環バス乗降センサーの移設作
業委託

株式会社ユニ・トラン
ド

704,000

　本業務は、区内循環バスの乗降センサーを旧車両
から新車両へ移設するものである。指定事業者は、
本件の作業対象である機器の提供元であり、著作権
上の理由から、本業務を履行することができるのは
指定事業者のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

都市計画課

6 8月9日
タブレット端末外運用保守業務委託
（令和６年度導入校）

株式会社ライオン事務
器　東京本店

1,056,000

　本件は、墨田区の学校ネットワーク等との接続や
IPアドレスなどの設定情報が必要であるが、当該
ネットワークに係る設定情報等は、セキュリティ確
保の観点から当該ネットワークを設計・構築した指
定事業者以外に開示することができないため、本業
務を履行することができるのは指定事業者のみであ
る。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

庶務課
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項番 契約日 件名 契約の相手方 契約金額（円） 指定理由 根拠法令 担当課

7 8月9日
関野吉晴 写真展「地球の貌２」実施
運営委託

nukaya works 770,000

 指定業者は、関野吉晴氏の所属事務所であった事
業者の解散に伴い、関野吉晴氏に関する事業を引き
継いだため、同展示の企画実施ができる唯一の団体
である。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

環境保全課

8 8月19日 亀沢二丁目暫定広場管理業務委託
公益社団法人墨田区シ
ルバー人材センター

550,362

　指定事業者は、「高年齢者等の雇用の安定等に関
する法律」第３７条第３項に規定するシルバー人材
センターであり、本件は指定事業者から役務の提供
を受ける契約である。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第3号

子育て政策
課

9 8月20日 ソフトウェアの借上（再リース）
ＮＥＣキャピタルソ
リューション株式会社

33,691,900

　当該リース物件は、当初のリース期間が終了して
も十分に使用することができる状況であり、かつ、
当初契約の相手方である指定事業者が所有権を有し
ている。
　よって、本業務を履行することができるのは、指
定事業者のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

ＩＣＴ推進
担当

10 8月22日 機械警備委託（社会福祉会館）
綜合警備保障株式会社
中央支社

292,710

　本件施設には、指定事業者の警報機器等が既に設
置されている。他の事業者が本件を実施するには、
現行機器の撤去及び当該事業者の機器の設置に要す
る期間並びに費用が生じるため、現行機器を継続利
用することが最も合理的である。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

人権同和・
男女共同参
画課

11 8月23日 教育心理検査（意識調査）実施委託
東京書籍株式会社　東
京支社

6,286,214

　本業務は、すみだ教育研究所が実施した１回目の
意識調査（学習状況調査と意識調査を同時に実施）
の結果と比較し、個人や集団の人間関係の変化を把
握するとともに、指導・支援の成果を確認するもの
であるため、本業務を履行することができるのは、
１回目の意識調査を実施した指定事業者以外にいな
い。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

指導室

12 8月26日
道路情報の公開型地理情報システム
データ搭載・公開業務委託

国際航業株式会社　東
京支店

521,400

　指定事業者は、本委託においてデータを搭載し、
公表するシステムの開発元である。著作権上の理由
から本業務を履行できるのは指定事業者のみであ
る。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

建築指導課

13 8月26日 受配電設備清掃委託
一般財団法人関東電気
保安協会 東京北事業
本部

1,096,040

　指定業者は、年間契約において、区立小・中学校
及び旧学校における受配電設備の保守業務を受託し
ている事業者であり、設備構造を熟知していること
から確実な履行が期待できるだけでなく、本件業務
と合わせて、年間契約の業務内容である停電検査を
同時に実施することができ、保守点検作業に係る学
校事業への影響を最小限に抑えることができる唯一
の事業者である。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

庶務課

14 8月26日
文言チェックサーバの更新に伴う構
築業務委託

ＮＥＣフィールディン
グ株式会社　東日本営
業本部東京第一営業部

9,886,470

　指定事業者は、現在の本区のネットワーク環境の
設計・構築・運用保守を行っており、当該ネット
ワーク環境の設定情報や機器類の構成を把握してい
る。セキュリティ確保の観点から、当該ネットワー
ク環境の設定情報等については、指定事業者以外に
は開示することができないため、本業務を履行する
ことができるのは指定事業者以外にいない。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

ＩＣＴ推進
担当
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項番 契約日 件名 契約の相手方 契約金額（円） 指定理由 根拠法令 担当課

15 8月26日
すみだ健康情報システム（衛生系）
サーバ切替委託

日本コンピューター株
式会社　東京営業所

2,805,000
　指定事業者は、本件の作業対象である当該システ
ムの開発元であり、著作権上の理由から、本業務を
履行することができるのは指定事業者のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

生活衛生課

16 8月26日
すみだ保健子育て総合センター敷地
内自転車整理業務委託（単価契約）

公益社団法人墨田区シ
ルバー人材センター

単価契約

　指定事業者は、「高年齢者等の雇用の安定等に関
する法律」第３７条第３項に規定するシルバー人材
センターであり、本件は指定事業者から役務の提供
を受ける契約である。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第3号

新保健施設
等開設準備
室

17 8月27日
すみだ健康情報システム（衛生系）
機器及びソフトウェアの保守委託

日本コンピューター株
式会社　東京営業所

1,501,500

　指定事業者は、本件の保守対象であるソフトウェ
アの開発元であり、著作権上の理由から、本業務を
履行することができるのは指定事業者のみである。
また、機器についても、指定事業者が事前にソフト
ウェアに適合していることを確認したもので、機器
の性能や仕様を熟知しており、トラブル発生時にお
いて最も迅速かつ確実に原因をつきとめ、即時の復
旧や不具合を解消することができる唯一の事業者で
ある。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

生活衛生課

18 8月28日 高圧蒸気滅菌器外の購入
ケーオーデンタル株式
会社 東京営業所

2,221,450

　指定事業者は、今回物品指定している各メーカー
と取引の実績があり、購入予定の全ての機器を取り
扱っている。また、メンテナンスサポート部門を備
え、医療機器修理業の資格を有しており、各機器の
購入からメンテナスまで一貫して行うことができる
のは、指定業者のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項
第2号

健康推進課
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